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建築物の構造に関して、建築基準法では第 20条で下記のとおり規定しています。そこで、建築物の構造種別や
規模に応じて、適切な構造計算などを行い、「安全な構造」であることを確認する必要があります。

建築基準法第 20条
建築物は、自重、積載荷重、積雪荷重、風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全

な構造のものとして、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める基準に適合するもの
でなければならない。（後略）

本書では、鉄筋コンクリート造建築物の許容応力度計算について、手順を追って解説します。許容応力度計算
とは、荷重を受ける建築物において、各部の応力度が所定の許容値（=許容応力度）を超えないことを確認し、
構造安全性を確保する手法であり、数ある構造計算手法の中で最も基本的なものです。また、関連する法令には、
鉄筋コンクリート造建築物の構造に関する各種の仕様規定が定められており、計算手順の関連する箇所で説明を
加えています。
本書の特徴は、理論や解説だけでなく、モデルプランを対象として順次演習を進めていく点にあります。これ

によって、内容の理解に加えて、全体の流れを習得しやすくなるよう構成しています。モデルプランは、鉄筋コ
ンクリート造 2階建ての事務所建築物です。計算の一連の流れが把握しやすいよう、耐震壁のないラーメン構造
としました。ただし、耐震壁についても別途、第 8章で解説しています。
本書によって、少しでも、鉄筋コンクリート造建築物の構造性能に関する理解が深まれば幸いです。さあ、ひ

とりでもやってみましょう。

■ 本書を使う前に読んでください

本書は、鉄筋コンクリート造建築物の構造計算の手順を手計算しながら習得できる「自学・自習」の教科書と
いう意味から『ひとりで学べる演習帳』と名付けました。解説を読み、演習問題に取り組んでいただくことで、
必要な基礎知識を確認しながら身につけていくことができます。

■ 本書を使っていただきたい方

本書は、次のような方に使っていただくことを想定して編集しました。
① 鉄筋コンクリート構造の基本をもう一度勉強したい方。あるいは、初めて鉄筋コンクリート造建築物の設計
に取り組む方。

②鉄筋コンクリート造建築物の耐震性能について勉強したい方。
③鉄筋コンクリート造建築物の構造計算に興味がある方。
④高校や大学で建築分野の学科を専攻している方。

Ⅰ. はじめに
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鉄筋コンクリート造建築物の一般的な構造計算のフローを図 1に示します。本書で扱う許容応力度計算は一次
設計にあたり、その後に、建築物の規模に応じて大地震に対する安全性を確保するために二次設計を行います。

1次

設計では、長期及び短期の荷重に対して、以下の手順で計算を進めます。本書の各章は、これに対応する構成
としました。なお、モデルプランには耐震壁がありませんが、第 8章では、耐震壁がある場合を想定して説明し
ています。

（1）一般事項………………………………………………………………………………………………………【第 1章】
　（建築物概要、設計方針、使用材料と許容応力度、固定荷重 ･積載荷重の仮定）

（2）準備計算………………………………………………………………………………………………………【第 2章】
　（ラーメン材の剛比、鉛直荷重時の C、M0、Q0、柱軸力と地震力の算定）

（3）鉛直荷重時応力の算定………………………………………………………………………………………【第 3章】
（4）水平荷重時応力の算定………………………………………………………………………………………【第 4章】
（5）大梁の断面算定………………………………………………………………………………………………【第 5章】
（6）柱の断面算定…………………………………………………………………………………………………【第 6章】

Ⅱ. 構造計算フローと本書の構成
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図１ 一般的な構造計算のフロー
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（7）柱梁接合部の算定……………………………………………………………………………………………【第 7章】
（8）耐震壁の断面設計……………………………………………………………………………………………【第 8章】
（9）小梁とスラブの設計…………………………………………………………………………………………【第 9章】
（10）基礎の設計 …………………………………………………………………………………………………【第 10章】
（11）配筋の詳細 …………………………………………………………………………………………………【第 11章】

以下の各章では、おおよそ次のような流れで学習するようになっています。「本文」を読むから「解答例」を確
認するまでを、本書に従って順にやってみてください。

①読　　む　「本文」…その項目で学習する用語の説明や、設計方法の解説をしています。
②習　　う　「ひとりでやってみよう」（演習解説）･･･ 演習シートを用いた計算方法の解説です。
③計算する　「演習シート」･･･ 綴じ込みの演習シート使って実際に計算します。
④ 確認する　「解答例」･･･ 巻末の演習シートの解答例を見て計算結果を確認します。

■「ひとりでやってみよう」と演習シートについて

本書の特徴は「演習」を中心に構成しているところです。「ひとりでやってみよう」が演習に該当します。簡単
な計算が必要になりますので電卓をご用意ください。
「ひとりでやってみよう」では、綴じ込みの演習シートを使用します。本書と演習シートは「教科書とノート」
のような関係になっています。本書の「ひとりでやってみよう」を読みながら演習シートを使用して、自学・自
習してください。
なお、「ひとりでやってみよう」では、演習の一部を解説しています。例えば、p.21ページの「ひとりでやって
みよう 1」では、小梁の単位重量の計算方法のみを解説しており、他の部材の計算については解説していません。
解説されていない部分が演習問題に該当します。自分で計算し、演習シートに計算式・計算結果を記入してくだ
さい。
巻末に解答例を掲載していますので、演習が終了したら確認に利用してください。

■ 本書の表記について

本書では、適宜、「ポイント」、「考え方のアドバイス」、「コーヒーブレイク」で、考え方の注意点などを記載し
ていますので参考にしてください。

･･･ 設計における重要点や、間違いやすい点を解説しています。

････････ 実務上の知識、注意点を解説しています。

･･･ コラム的な内容を扱っています。

Ⅲ. 本書の使い方

コーヒーブレイク

ポイント

考え方の
アドバイス
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また、本書では、以下の名称を省略して使用しています。

正式名称 略　称

建築基準法 基準法

建築基準法施行令 施行令

建設省告示 建告 *

国土交通省告示 国交告 *

日本建築学会「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」、
2010年版

学会 RC規準

*省略した告示は以下のように示します。
昭和 55年建設省告示第 1792号→昭 55建告第 1792号
平成 19年国土交通省告示第 593号→平 19国交告第 593号

■ 実務との相違

現状の実務では、通常の構造計算はコンピュータプログラムによる一貫計算で処理される場合がほとんどです。
それにも関わらず、本書では、電卓を用いた手計算によって、時間をかけて構造計算を順次に進めてもらいます。
その理由は、コンピュータ処理では見落としがちな構造計算の流れや背景を把握し、計算過程における各項目の
意図や目的を理解していただくためです。そこで、手計算を可能とするために多くの仮定や簡略化を用いた箇所
があります。ただし、実務における対象建築物によっては適切でないケース（p.14 コーヒーブレイク【構造計算
の方針における注意点】を参照）もありますのでご注意ください。本書の目的をご理解いただき、コンピュータ
処理による出力を鵜呑みにすることなく、結果を適切に判断できる能力の向上に役立てていただければ幸いです。

■ 計算の精度

本書の計算例や演習の解答において、数値の下位の部分で計算式による計算結果と僅かにずれている箇所があ
ります（例えば、p.67の図 3.4-5にて、左柱脚部の固定端モーメントで－0.7×1/2=－0.3）。これらは、計算時の有
効桁数の扱いに起因するものであり、結果に本質的な影響はありません。なお、解説中に『（精度）』とある箇所（例
えば p.74の図など）は、僅かなずれがあります。演習時には、自らの計算結果の数値と本書の値との些末な差異
に拘泥することなく、計算の意図を理解し、流れを把握することを重視してください。

Ⅳ. 注意事項
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第 1章では、演習対象となるモデルプランの建築物概要と構造設計の方針を示し、
材料の許容応力度と各部の単位重量を計算します。

1.1　モデルプランと構造計算の方針
1.1.1　モデルプランの概要

このモデルプランは、鉄筋コンクリート造 2階建（地下階なし）の事務所建築物で、
X方向 3スパン、Y方向 2スパンのラーメン構造とします。建設地は神奈川県横浜市で、
地盤は良質の堅い関東ローム（第二種地盤）を想定しています。建築物概要を表 1.1-1

に示します。

表 1.1-1　建築物概要

建築物用途 事務所

建設地 神奈川県横浜市

構造種別 鉄筋コンクリート造

構造形式 ラーメン構造

規　模 2階建て（塔屋なし、地下階なし）

桁行方向 18（m）　3スパン

張間方向 12（m）　2スパン

建築面積 216（m2）

延床面積 432（m2）

階　　高 1階 :3.8（m）　2階 :3.5（m）

地　盤 良質の堅い関東ローム層（第二種地盤）

基　礎 直接基礎（GL－1,000（mm）に支持地盤）

1．一般事項
memo

コーヒーブレイク 【地盤の種別】

地盤の種別は昭 55建告第 1793号第 2によって、以下の三種に分けられます。
第一種地盤：岩盤、硬質砂れき層その他主として第三紀以前の地層によって構成されているもの、又は地盤周

期等についての調査若しくは研究の結果に基づき、これと同程度の地盤周期を有すると認められ
るもの。

第二種地盤：第一種地盤及び第三種地盤以外のもの。
第三種地盤：腐葉土、泥土その他これらに類するもので大部分が構成されている沖積層（盛土がある場合にお

いてはこれを含む）で、その深さがおおむね 30（m）以上のもの、沼沢、泥海等を埋め立てた地盤
の深さがおおむね 3（m）以上であり、かつ、これらで埋め立てられてからおおむね 30年経過して
いないもの、又は地盤周期等についての調査若しくは研究の結果に基づき、これらと同程度の地
盤周期を有すると認められるもの。
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1.1.2　平面図・断面図

モデルプランの 1階及び 2階の平面を図 1.1-1に、X方向断面を図 1.1-2に、Y方向
断面を図 1.1-3にそれぞれ示します。なお、階段は建築物外部にあり、独立した構造
体と想定しています。

 

 

 

図 1.1-1　1 階及び 2階の平面

図 1.1-2　X方向断面

図 1.1-3　Y方向断面
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1.1.3　部材の断面寸法とラーメン図

建築物平面における各部材の位置と記号を図 1.1-4に示します。それぞれの部材の
断面寸法を表 1.1-2に示すとおりに仮定しました。1階及び 2階の床仕上げ厚さを 30

（mm）、屋上床の仕上げ厚さを 60（mm）と仮定し、Y方向ラーメンの断面に主要な寸
法を書き入れて図 1.1-5に示します。この時、各種の階高は表 1.1-3に示す値となります。

表 1.1-2　部材の断面寸法

部材 記号 幅 b×せい D（mm）

柱 　C1～ C6 　600×600（全柱共通）

大梁
　G1～ G7、G9 　400×700

　G8、G10 　400×800

基礎梁 　（すべて） 　400×1,200

小梁 　B1、B2 　300×550

部材 記号 厚さ t（mm）

床スラブ 　S1、S2 　130

500

 
図 1.1-4　部材の位置と記号
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階ごとの重量を計算する際（2.4節、2.5節を参照）、一般に構造階高の中央で分け
て考えます。モデルプランの場合の境界を図 1.1-5中に示します。

表 1.1-3　建築物の階高

階
仕上げ上端間の階高
［意匠階高］

スラブ天端間の階高
大梁材軸間の階高
［構造階高］

２階 3,500（mm）
3,500－60+30
　　　=3,470（mm）

3,470－700/2+700/2
　　　　　=3,470（mm）

１階 3,800（mm）
3,800－30+30
　　　=3,800（mm）

3,800－700/2+1,200/2
　　　　　=4,050（mm）

（注）構造階高にて、一部の大梁のせいが 800（mm）だが、その影響は無視する

 

 

 

 

コーヒーブレイク 【仮定断面の考え方】

構造計算を開始するには、部材の断面寸法を仮定しなければなりません。与えられた条件のもとに、構造設
計法と構造力学の知識に基づいて、ほぼ最適な断面を略算的に決めることが考えられますが、意匠上の要求、
経済性、あるいは建設時の型枠標準寸法等、構造以外の制約条件も影響し、断面寸法の仮定には経験と総合的
な判断が必要となります。事例集例えば文献※）を参考とする方法も有効です。仮定した断面寸法は構造計算の過程
の中で良否を確認し、不適切な場合は変更して、構造計算を繰り返す必要があります。

文献※）:財団法人　日本建築防災協会「構造設計・部材断面事例集」、  2007年

図 1.1-5　Y方向ラーメンの断面詳細
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1.1.4　建築物各部の仕上げ

床のスラブ厚さ及び建築物各部の仕上げは以下のように想定します。
（1）　屋根 :床スラブ厚 130（mm）、アスファルト防水層の上にモルタル目地切り

仕上げ、スラブの勾配は 1/100及び 1/200とする
（2）　2階床 :床スラブ厚 130（mm）、アスファルトタイル張り
（3）　1階床 :土間コンクリート厚 130（mm）、アスファルトタイル張り
（4）　各階天井 :吸音テックス張り
（5）　外壁 :腰壁　鉄骨下地パーライトボード（12（mm）厚）両面張り
 :窓　　ガラス、アルミサッシ
（6）　梁・柱 :内外ともコンクリート打放し

1.1.5　構造計算の方針

モデルプランの構造計算における方針を以下に列記します。
（1）　基準法・施行令及び関連告示に従い、学会 RC規準を参考にして行います。
（2）　固定荷重 G、積載荷重 P（何れも常時鉛直荷重）及び地震力 K（非常時水平荷重）
に対する計算のみを示します。この場合、積雪荷重 Sは長期で 0.5（kN/m2）程度を
考えればよいですが、積載荷重 P以下であるため計算を行いません。また、風圧
力W（非常時水平荷重）は地震力に比べ小さいので、こちらも計算を行いません。
表 1.1-4に設計において想定する荷重と外力を示します。

（3）　常時の鉛直荷重に対して長期許容応力度計算を行い、地震力に対して短期許容
応力度計算を行います。

（4）　モデルプランは、X・Y方向とも梁・柱のみからなる純ラーメンとして設計します。
（耐震壁はないと想定しています。第 8章でのみ耐震壁を考えます。）

（5）　最下層の柱脚は剛な基礎梁で連結し、柱脚モーメントに抵抗させます。基礎は
独立基礎としピン支持と考えて取り扱います。

（6）　鉛直荷重に対する応力計算は固定法により行い（第 3章を参照）、積載荷重の偏
在の影響は小さいと考えて無視します。水平力に対応する応力計算は武藤清博士の
D値法を用いた略算法によります（第 4章を参照）。なお、最下層柱脚は固定とし
て取り扱います。

（7）　応力計算において、柱梁接合部の剛域の影響は無視し、部材端の設計用曲げモー
メントには、ラーメンの節点曲げモーメントを用います。

（8）　基礎梁の設計は省略します。
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表 1.1-4　設計で想定する荷重・外力（施行令第 82条）

力の種類 想定する状態 荷重・外力の組み合わせ※

長期に生ずる力 常時
G（固定荷重）+P（積載荷重）

積雪時

短期に生ずる力 積雪時 G+P+S（積雪荷重）

暴風時 G+P+W（風圧力）

地震時 G+P+K（地震力）

※多雪区域（施行令第 86条）では異なる。

コーヒーブレイク 【構造計算の方針における注意点】

本書の演習における構造計算の方針を 1.1.5節に記載しました。ただし、対象の建築物によっては適切でない
仮定が含まれていますので、下記の点などに注意が必要です。
項目（2）において、風圧力を計算の対象外としました。建築物の規模や形状によっては風圧力を無視できな
い場合があります。
項目（6）において、最下層柱脚は固定と見なしました。この仮定は、基礎梁の剛性が、取り付く柱に比べて

十分に大きい場合には適切です。基礎梁の剛性が不足する場合には、基礎梁を含めた骨組として応力計算を行
う必要があります。
項目（7）において、剛域を無視して、設計用曲げモーメントにはラーメンの節点での値を使うこととしまし

た。剛域を考慮する計算法や水平荷重時の設計用曲げモーメントにはフェース位置での値を使う方法等も認め
られており、設計者が適切な手法を選択すべきです。
項目（8）のとおり、本書では基礎梁の応力計算を省いたことから、基礎梁の設計を割愛しました。実務にお

いては、基礎梁に作用する応力を計算して断面算定を行い、適切に設計する必要があります。
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1.2　使用材料と許容応力度
1.2.1　コンクリートと鉄筋の種類と材料定数

（1）　コンクリートと鉄筋の種類
使用するコンクリートと鉄筋の種類を以下のとおり仮定します。なお、構造計算の

結果によって、使用材料の見直しが必要となる場合もあります。鉄筋には 2種類を用い、
主筋には SD345、その他の鉄筋（せん断補強筋やスラブ筋など）には SD295Aを使用
します。
コンクリート　:普通コンクリート、設計基準強度 FC =24（N/mm2）
鉄　　　　筋　:SD345（D16以上 D25以下） ⇒　主筋
　　　　　　　:SD295A（D13以下） ⇒　せん断補強筋
なお、鉄筋コンクリートの単位体積重量は一般的な値である 24（kN/m3）とします。

（2）コンクリートと鉄筋の材料定数
断面設計に用いられる材料定数として、学会 RC規準では表 1.2-1の値及び式が定め

られています。本書の演習においても、これらの定数を使用します。

表 1.2-1　材料の定数

材　料 ヤング係数（N/mm2） ポアソン比
線膨張係数
（1/°C）

鉄　筋 ― 1×10－5

コンク
リート

0.2 1×10－5

　　　　　ヤング係数比　　　　　ただし、　　　　　　　　　ならば、

（注）� :コンクリートの気乾単位体積重量（kN/m3）
鉄筋コンクリートの単位体積重量（FC≦ 36 ならば 24kN/m3）から 1.0（鉄
筋の重量に相当）を減じたものとすることができる

FC  :コンクリートの設計基準強度（N/mm2）
※クリープやひび割れによるコンクリートの剛性低下を考慮

モデルプランでは、FC=24（N/mm2）であり、� =24－1=23（kN/m3）であることから、
コンクリートのヤング係数は、以下の値となります。

SD***  

 
 

ES =2.05 105 

EC =
3
12

4

6024
1035.3 �

�
�	



���

�
�	



��� cF�

n =
C

S

E
E  FC 27 (N/mm2) n =15  

×

×

EC =
3
12

4
60
24

24
1241035.3 �

�
�	



���

�
�	



� �� =2.27 104 (N/mm2)× × ×

×
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1.2.2　許容応力度

許容応力度とは、構造部材に作用する力が材料強度に対して一定の割合い度以下に
なるように割り引いた材料の応力度限度のことをいいます。この割り引き率を材料安
全率とも呼び、鉄筋とコンクリートではこの安全率が異なります。許容応力度には、
長期許容応力度と短期許容応力度があります。長期許容応力度は、クリープによって
過大な変形が生じたり、常時に有害なひび割れが入ることを防ぐために材料強度をか
なり割り引いた値にしてあります。短期許容応力度は、鉄筋では基本的には降伏点強
度をとり、コンクリートでは、ばらつきを考慮して材料強度を低減しています。
モデルプランで使用するコンクリートと鉄筋について、各種の許容応力度を表 1.2-2

にまとめます。それぞれの値の算出は、以下の項で解説します。

表 1.2-2　コンクリートと鉄筋の許容応力度（N/mm2）

材料 種類

長　　期 短　　期 付着割裂の

基準 fb圧縮

r fc

fc

引張

ft

せん断

w ft

fs

付着 fa 圧縮

r fc

fc

引張

ft

せん断

w ft

fs

付着 fa

曲げ材
上端

その他
曲げ材
上端

その他
曲げ材
上端

その他

鉄筋
SD345 215 215 195

1.54 2.31

345 345 345

2.31 3.46 1.2 1.5
SD295 195 195 195 295 295 295

コンク
リート

普通

FC24
8.0 － 0.73 16.0 － 1.09

※ 許容地耐力度は、地盤調査の結果から、長期で 150（kN/m2）、短期で 300（kN/m2）
とします。

（1）　コンクリートの許容応力度
学会 RC規準では、コンクリートの許容圧縮応力度について表 1.2-3に示すように

長期で安全率を 3とし、短期で安全率を 1.5として定めています。許容せん断応力度は、
長期では部材にせん断ひび割れが発生しないことを前提とし、短期ではひび割れの発
生は許容するが、破壊しないことを条件として定めています。引張は許容しません。

表 1.2-3　コンクリートの許容応力度　（N/mm2）

種　類
長　　　　　　　期 短　　　　　　期

圧縮 fC 引張 せん断 fS 圧縮 fC 引張 せん断 fS

普通コンク
リート

―
長期に対
する値の
2倍

―
長期に対
する値の
1.5倍軽量コンク

リート
1種・2種

普通コンクリートに対する値の
0.9倍

モデルプランで使用する普通コンクリート（設計基準強度 FC =24（N/mm2）の場合）
の許容応力度は以下の値となります。

cF
3
1  

cF
30
1

�
�
�	



� � cF

100
149.0  
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【長期】 許容圧縮応力度 fC =24/3=8.0 （N/mm2）
許容せん断応力度 fS =24/30=0.8　かつ　0.49+24/100=0.73　以下

したがって、0.73（N/mm2）
【短期】 許容圧縮応力度 fC =8.0×2=16.0（N/mm2）

許容せん断応力度 fS =0.73×1.5=1.09（N/mm2）

（2）　鉄筋の許容応力度
学会 RC規準における鉄筋の許容応力度を表 1.2-4に示します。長期許容応力度は、

コンクリートの最大ひび割れ幅がおよそ 0.2（mm）～ 0.4（mm）以下になるとともに、
鉄筋の降伏点強度に対する安全率が一定になるよう定められています。短期許容応力
度は、鉄筋の JIS最小降伏点強度としています。せん断補強筋については、長期許容
応力度は建築物の長期使用に対して支障をきたさないこと、短期許容応力度は地震力
に対して終局強度を確保することを基本的な条件としています。

表 1.2-4　鉄筋の許容応力度　（N/mm2）

種　類

長　　　　　期 短　　　　　期

引張 ft及び圧縮 r fC せん断補強 w ft 引張 ft及び圧縮 r fC せん断補強 w ft

SR235
SR295

155
155

155
195

235
295

235
295

SD295A及び B
SD345
SD390

195
215（195）
215（195）

195
195
195

295
345
390

295
345
390

溶接金網 195 195 ― 295

（注）D29以上の太さの鉄筋に対しては（　）内の数値とする

モデルプランで使用する鉄筋の許容応力度は以下の値となります。
①　せん断補強筋（SD295A）
【長期】　許容応力度 w ft =195 （N/mm2）
【短期】　許容応力度 w ft =295 （N/mm2）
②　主　筋　（SD345）
【長期】　許容応力度 ft =r fC =215（N/mm2）
【短期】　許容応力度 ft =r fC =345 （N/mm2）

（3）　許容付着応力度
学会 RC規準による鉄筋とコンクリート間の許容付着応力度 fa を表 1.2-5に、付着
割裂の基準となる強度 fbを表 1.2-6にそれぞれ示します。図 1.2-1に例示する上端筋は、
コンクリートの沈下やブリージングなどを考慮して下端筋や縦筋に比べて強度を低減
しています。

SR***   
SD***   
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表 1.2-5　鉄筋とコンクリートの許容付着応力度 fa　（N/mm2）

鉄筋の
種類

長　　　　　　　　期
短　　期

上端筋 その他の鉄筋

異形鉄筋

長期に対する
値の 1.5倍

丸 鋼

（注）上端筋とは曲げ材にあってその鉄筋の下に 300（mm）以上のコンクリートが打
ち込まれる場合の水平鉄筋をいう
異形鉄筋で、コンクリートのかぶり厚さが鉄筋径の 1.5倍未満の場合には、「か
ぶり厚さ／（鉄筋径の 1.5倍）」を乗じた値とする

表 1.2-6　付着割裂の基準となる強度 fb　（N/mm2）

普通コンクリート

上端筋 その他の鉄筋

（注）多段配筋の一段目（断面外側）以外の鉄筋に対しては、表の値に 0.6を乗じる
軽量コンクリートでは本表の値に 0.8を乗じる

モデルプランでは、異形鉄筋と普通コンクリート（FC24）を使用しており、それぞ
れの許容応力度は以下の値となります。
【長期】上端筋の許容付着応力度 fa=（1/15）×24=1.6かつ

0.9+（2/75）×24=1.54以下
したがって、1.54（N/mm2）

下端筋の許容付着応力度 fa=（1/10）×24=2.4かつ
1.35+（1/25）×24=2.31以下
したがって、2.31（N/mm2）

【短期】上端筋の許容付着応力度 fa=1.54×1.5=2.31（N/mm2）
下端筋の許容付着応力度 fa=2.31×1.5=3.46（N/mm2）

RC  

 

  

CF
15
1

�
�
�	



� � CF

75
29.0  

�
�
�	



� �� 9.0

40
8.0 CF  9.0

40
�CF  

CF
10
1

�
�
�	



� � CF

25
135.1  

CF
100

4 0.9  CF
100

6 1.35  

図 1.2-1　梁における上端筋と下端筋
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【付着割裂の基準】上端筋の場合 fb=0.8×（24/40+0.9）=1.2（N/mm2）
下端筋の場合 fb=24/40+0.9=1.5（N/mm2）

1.3　固定荷重・積載荷重の仮定
ここでは、部位ごとに固定荷重及び積載荷重を積算し、単位面積あたり若しくは単
位長さあたりの重量を仮定します。
（1）固定荷重：建築物（構造体+常時建築物に固定された物）の重量

→部位ごとに算定
（2）積載荷重：建築物内の人間や備品・家具等の重量

→施行令第 85条で規定

コーヒーブレイク 【積載荷重】

建築物各部の積載荷重は、その実況に応じて適切に計算する必要があります。ただし、施行令第 85条により、
下表に示す室の床の積載荷重は表中の数値に床面積を乗じて計算することができます。なお、計算の対象に応
じて、床荷重の集中や偏在を勘案し、それぞれの値が用意されています。

構造計算の対象

室の種類

（い） （ろ） （は）

床の構造計算をする場合
（単位　N/m2 ）

大ばり、柱又は基礎の構
造計算をする場合
（単位　N/m2 ）

地震力を計算する場合
（単位　N/m2 ）

（1） 住宅の居室、住宅以外の建築物における寝室又は病室 1,800 1,300 600
（2） 事務室 2,900 1,800 800
（3） 教室 2,300 2,100 1,100
（4） 百貨店又は店舗の売場 2,900 2,400 1,300

（5）
劇場、映画館、演芸場、観覧場、
公会堂、集会場その他これら
に類する用途に供する建築物
の客席又は集会室

固定席の場合 2,900 2,600 1,600

その他の場合 3,500 3,200 2,100

（6） 自動車車庫及び自動車通路 5,400 3,900 2,000

（7） 廊下、玄関又は階段 （3）から（5）までに掲げる室に連絡するものにあつては、（5）の「その他
の場合」の数値による。

（8） 屋上広場又はバルコニー （1）の数値による。ただし、学校又は百貨店の用途に供する建築物にあつて
は、（4）の数値による。
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1.3.1　 床の単位荷重

屋根床及び 2階床の固定荷重の算定を図 1.3-1に示します。仕上げ材の重量はそれぞ
れの単位重量から積算する必要があります。なお、代表的な仕上げの重量表が文献※に
示されています。モデルプランの 1階床は土間コンクリートのため、荷重算定は必要
ありません。

求めた固定荷重と積載荷重を合わせた床の単位荷重を表 1.3-1に示します。積載荷
重と同様に、計算の対象に応じた 3種類の値が定まります。

表 1.3-1　床の単位荷重　（kN/m2）

計算の
対象

屋根床 2階床
固定荷重 積載荷重 全荷重 固定荷重 積載荷重 全荷重

床スラブ用 4.5 1.8 6.3 4.0 3.0 7.0

ラーメン用 4.5 1.3 5.8 4.0 1.8 5.8

地震用 4.5 0.6 5.1 4.0 0.8 4.8

※固定荷重+積載荷重=全荷重

文献※　社団法人　日本建築学会「鉄筋コンクリート構造計算用資料集」、2002年

 

 60(mm) 1.15 (kN/m2) 

 

  ....................  130(mm) 3.12 (kN/m2) 

 0.15 (kN/m2) 

   4.42 (kN/m2)  

   4.50 (kN/m2) 

 

 30(mm) 0.60 (kN/m2) 

  ....................  130(mm) 3.12 (kN/m2) 

  0.15 (kN/m2) 

0.2(kN/m2)  0.4(m2/m2) 0.08 (kN/m2) 
   3.95 (kN/m2)  

   4.00 (kN/m2) 

 
 

 

 

 

図 1.3-1　床固定荷重の算定
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1.3.2　梁・柱の単位重量

　梁・柱については、単位長さあたりの重量を求めます。ただし、梁の単位重量は図1.3-2

に示す斜線部を対象とし、床とのダブルカウントを避けることに注意してください。

ひとりでやってみよう 1
■ 梁及び柱の単位重量を求めます。

演習シート 1を使用します。

求め方の手順

【小梁 B1、B2の例を示します。】

①　表 1.1-2（p.11）より、断面の幅 b =300（mm）、せいD =550（mm）、スラブ厚 t =130（mm）
であることを確認します。
図 1.3-2のスラブを除いた梁断面の面積（図 1.3-2の斜線部）は、
b×（D－t）=300×（550－130）=1.26×105（mm2） =0.126 （m2）　となります。

②　鉄筋コンクリートの単位体積重量は 24（kN/m3）ですので、単位長さあたりの重
量は、
0.126×24=3.024（kN/m）→丸めて、w =3.0 （kN/m）　となります。

大梁、基礎梁、柱の単位重量を求めてみましょう（モデルプランの基礎梁は床スラブ
と縁が切ってあります）。

b 

D
 

D
t 

t 

 
 

 

b (mm) D (mm) t (mm) b×(D-t)×24 w (kN/m)
B1,B2 R 2

G1 G7,G R 2
G8,G10 R 2

G F
C 2 1

300 550 130 3.024 3.0 

0
0

図 1.3-2　梁の重量算定における対象範囲
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1.3.3　パラペットの単位重量

　パラペットの断面詳細を図 1.3-3に示します。本書では、このパラペットの単位長
さあたりの重量を 4.3（kN/m）とします。この値は、幅 1（m）のパラペットに含まれ
る各材料の重量を総和して求めました。

1.3.4　カーテンウォールの単位荷重

　外壁はカーテンウォール（サッシを含む）とします。その単位面積あたりの重量を、
本書では 0.6（kN/m2）とします。外壁の高さを床上から梁下までの内法高さと考え、
各階ごとに単位長さあたりの重量を計算して以下に示します。

500mm 

50
0m

m
 

 

 

 

 

 

 

3,470 700/2 700/2 30=2,740 (mm)  

=2.74 (m) 

0.6 2.74=1.64 (kN/m)  

 1.7 (kN/m) 

 

4,050 700/2 1,200/2 30=3,070 (mm)  

=3.07 (m) 

0.6 3.07=1.84 (kN/m)  

 1.9 (kN/m) 

図 1.3-3　パラペットの断面詳細

図 1.3-4　壁単位荷重算定寸法
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第 2章では、構造計算のための準備計算を行います。具体的には、梁の有効幅と柱・
梁の剛比、第 3章の固定法で用いる梁の C、M0、Q0の算出、鉛直荷重時の柱軸力の算
出、及び第 5章で用いる設計用地震力の算出を行います。

2.1 ラーメン材の剛比
剛比（kで表す）とは、剛度（Kで表す“かたさ”の指標）の比率のことであり、
建築物に加わった力は部材の“かたさ”に応じて配分されます。すなわち、各部材に
作用する応力を知るためには、それぞれの剛度 K、又は剛比 kを求めておく必要があ
ります。
部材の“かたさ”は、使用されている材料の特性（=ヤング係数 E）と部材の形状・
寸法により定まります。ヤング係数 Eが同一であれば、剛比 k 及び剛度 Kは式 2.1-1

と式 2.1-2で算出することができます。

剛比：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2.1-1

剛度：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2.1-2

ここで、
 I :断面二次モーメント
�  :部材の長さ（柱ならば、高さ h）
K0 :標準剛度（任意の値でよい。ここでは、K0 =1×106（mm3）とする）

2.1.1　T形梁の有効幅

一般に梁には床スラブが一体化して取り付くため、図 2.1-1に示すように、その断
面が T形や L形となり、長方形断面と比べて断面二次モーメントが増大します。スラ
ブ付き梁、壁付き柱などの T形や L形の断面をもつ部材の曲げ変形に対する板部の有
効幅 Bは、部材の幅 bに、その両側又は片側に板部の協力幅 baをそれぞれ加えたもの
とします。板部の協力幅 baは、以下の式により算定します。

<ラーメン材、連続梁の場合 >

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2.1-3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2.1-4

＜単純梁の場合＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2.1-5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2.1-6

2．準備計算
memo

k =
0K

K
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a  aaba �
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ここで、
 a  :並列 T形断面部材では材の側面から隣の材の側面までの距離

単独 T形断面部材ではその片側フランジ幅の 2倍

�  :ラーメン材又は連続梁のスパン長さ=梁自体の長さ

� 0 :単純梁のスパン長さ

ひとりでやってみよう 2
■ 大梁の有効幅を求めます。

演習シート 2を使用します。

求め方の手順

【大梁 G1の例を示します。】

①　図 2.1-2より、梁スパン� 、梁間隔�’、梁の幅 b、隣接梁（G3）の幅 b'を確認します。
②　①の結果から、aと 0.5 � を比較し、協力幅 baを求める式を選定します。
③　協力幅を求め、スラブが片側の時、両側の時の有効幅 Bを求めます。

G3 

G1 

 

 

a =3.6(m) 

b' =0.4(m) 

b =0.4(m) 

�=6(m) 

'� =4(m) 

 

G7 G9 

b

b

a ℓ＇

ℓ

 

 

 

 

 

 

 
a 

B B 
ba ba 

b 

ba 

a /2 b 

 
 

図 2.1-1　T形断面部材の板部の協力幅と有効幅

図 2.1-2　大梁の G1の計算
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b b' b a

x G1,G2,G3,G4

G5,G6
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'bb'a �

� �

memo

a 0.5

6.00 4.00 0.40 0.40 3.00 3.60 0.60 1.00 1.60

他の梁の有効幅を求めてみましょう。

�

ℓ'
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2.1.2　梁の剛比

梁の剛比を式 2.1-1及び式 2.1-2で算出することができます。この時、図 2.1-3の T形、
又は L形のように、スラブが付いた断面形状を有する梁の断面二次モーメントは、式
2.1-7を用いて計算することができます。

T型又は L型梁の断面二次モーメント :

　 I = ･I0 2.1-7

この時、I0は、矩形断面の場合の断面二次モーメントで式 2.1-8により求めます。
　

2.1-8

式 2.1-7中の は、断面二次モーメントの増大率で、以下の（1）～（3）に示す三
通りの求め方があります。

（1）　図表から求める方法
t1 = t/D、b1 = B/bを計算し、図 2.1-4から増大率 を求めます。
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図 2.1-3　T型梁の断面

図 2.1-4　増大率 と B/b、t/Dの関係
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（2）　数式から求める方法
式 2.1-9から増大率 を求めます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2.1-9

ここで、�、�、�は式 2.1-10で求めます。t1、b1は（1）と同じで、t1 = t/D、b1 = B/bです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   2.1-10

（3）　略算値を用いる方法
ここでは用いませんが、片側スラブであれば、増大率 =1.5、両側スラブであれば、

増大率 =2.0とする略算法もあります。

ひとりでやってみよう 3
■ 梁の剛比を求めます。

演習シート 2を使用します。

求め方の手順

【大梁 G1の例を求めます（大梁 G2、G5、G6は同様の計算結果となります。）。】

①　図 2.1-5（p.30）より、幅 b、全せい D、スラブ厚 t、有効幅 Bを確認し、b1=B/b、
t1=t/Dを求めます。

②　増大率を求めます。
1）増大率 の求め方①：図表から求める方法
図 2.1-4（p.28）より、 =1.45となります。

2）増大率 の求め方②：数式から求める方法

　　　　　　　　　　　　となります。

3）増大率 の求め方③：略算値を用いる方法
片側スラブだから、 =1.5となります。

　演習では、2）の方法（数式から求める方法）により を求めています。

= �
��

2
34    

� = � � 3
11 11 tb �  

� = � � 2
11 11 tb �      

� = � � 11 11 tb �  

� = � � 3
11 11 tb � =1.01 

� = � � 2
11 11 tb � =1.05 

� = � � 11 11 tb �  =1.28 

=
�
��

2
34  =1.44

第
2
章

準
備
計
算

第
1
章

一
般
事
項

第
3
章

鉛
直
荷
重
時
応
力
の
算
定

第
4
章

水
平
荷
重
時
応
力
の
算
定

第
5
章

大
梁
の
断
面
算
定

第
6
章

柱
の
断
面
算
定

第
7
章

柱
梁
接
合
部
の
設
計

第
8
章

耐
震
壁
の
断
面
算
定

第
9
章

小
梁
と
床
ス
ラ
ブ
の
設
計

第
10
章

基
礎
の
設
計

第
11
章

配
筋
の
詳
細



memo

30

 K0=1×106mm2

b
(mm)

D
(mm)

B
(mm)

t
(mm) B/b t/D

(109mm4) (109mm4) (103mm)
K

(106mm3)
k

(=K/K0)

G1,G2,G5,G6

G3,G4

G7

G8

G9

G10

G1,G2,G3,G4,G5,G6

G7,G9

G8,G10

R 2

F

�

③　矩形の場合の断面二次モーメント　　 を算出し、大梁 G1の断面二次モー

メント I= ･I0を求めます。

④　材の長さ�を、図 1.1-4（p11）等で確認し、式 2.1-2より、剛度　　　で求めます。

⑤　標準剛度 K0 =1.0× 106（mm3）とすると、式 2.1-1より、剛比は　　　　で求めます。

他の梁の剛比も求めてみましょう。　

I0=
12

3bD

K =
�

I

k =
0K

K

 

 

 

 

 

 

 

 b 

D 

B 

t 

1,000 

700 

400 

130 

 mm  

400 700 1,000 130 2.50 0.186 1.44 11.4 16.5 6.00 2.75 2.7

b･D3

12

図 2.1-5　大梁 G1の断面
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 K0=1×106mm3

b
(mm)

D
(mm) (109mm4)

h
(103mm)

K
(106mm3)

k
(=K/K0)

2 C1 C6 x, y

x

y
1 C1 C6

600 600 10.8 3.47 3.11 3.1

2.1.3　柱の剛比

それぞれの柱の剛比を方向毎に式 2.1-1及び式 2.1-2により算出します。柱高さは、
構造階高の寸法とします。なお、柱に壁が一体化して付属する場合は、スラブ付きの
梁と同様に断面二次モーメントの増大率を考慮する必要があります。

ひとりでやってみよう 4
■ 柱の剛比を求めます。

演習シート 2を使用します。

求め方の手順

【2階の柱 2C1の例を示します。】

①　図 2.1-6（図 1.1-4（p.11）等）より、x、y方向共に、幅 b、全せい Dを確認します。

②　断面二次モーメントは　　　 で求めます。この柱に RCの袖壁は無いこと

から、断面二次モーメントの増大率 の検討は不要です。

③　柱の高さ hを確認し、式 2.1-2より、剛度　　　を算出します。

④　標準剛度 K0 =1.0×106（mm3）とし、式 2.1-1より、剛比　　　 を求めます。

他の柱の剛比も求めてみましょう。

600 

600  mm  

y 

x 

I =I0 = 12

3bD

K = h
I

k =
0K

K

b･D3

12

図 2.1-6　柱 C1の断面

第
2
章

準
備
計
算

第
1
章

一
般
事
項

第
3
章

鉛
直
荷
重
時
応
力
の
算
定

第
4
章

水
平
荷
重
時
応
力
の
算
定

第
5
章

大
梁
の
断
面
算
定

第
6
章

柱
の
断
面
算
定

第
7
章

柱
梁
接
合
部
の
設
計

第
8
章

耐
震
壁
の
断
面
算
定

第
9
章

小
梁
と
床
ス
ラ
ブ
の
設
計

第
10
章

基
礎
の
設
計

第
11
章

配
筋
の
詳
細



memo

32

2.1.4　剛比の一覧

「ひとりでやってみよう 3、4」で算出した梁・柱の剛比を構面ごとに図 2.1-7～図 2.1-11

に示します。

Y0

2.7 2.7 2.7

3.1 3.1 3.1 3.1

2.7 2.7 2.7

2.7 2.7 2.7 2.7

9.6 9.6 9.6

(G2) (G1)(G1) [C2] [C1][C1] [C2]

 

Y1

3.3 3.3 3.3

3.1 3.1 3.1 3.1

3.3 3.3 3.3

2.7 2.7 2.7 2.7

9.6 9.6 9.6

(G4) (G3)(G3) [C3][C3] [C4][C4]

 

 

Y2

2.7 2.7 2.7

3.1 3.1 3.1 3.1

2.7 2.7 2.7

2.7 2.7 2.7 2.7

9.6 9.6 9.6

(G6) (G5)(G5) [C6] [C5][C5] [C6]

 

 

X0, X3

3.8 3.3

3.1 3.1 3.1

3.8 3.3

2.7 2.7 2.7

14.4 7.2

(G8)(G7) [C3] [C5][C1] X1, X2

4.4 3.9

3.1 3.1 3.1

4.4 3.9

2.7 2.7 2.7

14.4 7.2

(G10)(G9) [C4] [C6][C2]

3.1

3.1

3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1

3.1 3.1 3.1

3.1 3.1 3.1 3.1

3.1 3.1 3.1
2.7

2.7

3.8 3.3 4.4 3.9

2.7 2.7

3.3 3.3 3.3

2.7 2.7

2.7

2.7

3.8 3.3 4.4 3.9

2.7 2.7

3.3 3.3 3.3

2.7 2.7

9.6

9.6

14.4 14.4 7.27.2

9.6 9.6

9.6 9.6 9.6

9.6 9.6

2.7

2.7

2.7 2.7 2.7 2.7 2.7 2.7

2.7 2.7 2.7

2.7 2.7 2.7 2.7

2.7 2.7 2.7

図 2.1-7　X方向の Y0構面

図 2.1-8　X方向の Y1構面

図 2.1-9　X方向の Y2構面

図 2.1-10　Y方向の X0、X3構面 図 2.1-11　Y方向の X1、X2構面
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2.2　鉛直荷重時のC、M0、Q0
ここでは、鉛直荷重時応力を固定法により求めるための準備段階として、鉛直荷重

時の梁の C、M0、Q0を算出します。梁自重、パラペットや外壁などの等分布荷重に対
しては、C、M0、Q0の一般的な理論式を用いて算出します。一方、スラブ荷重は、小
梁の架かり方等により、複雑な荷重状態となりますが、別途用意された理論式を用い
て算出します。
鉛直荷重時に各部材に生じる応力を求めるための準備として、それぞれの梁につい

て、C（固定端モーメント）、M0（単純梁の中央部曲げモーメント）、Q0（材端部せん断
力）を計算しておきます。鉛直荷重としては、大梁の自重や耐震壁、雑壁の自重、パ
ラペットの自重などの等分布荷重や、大梁に架かる小梁の自重や設備機器などの集中
荷重、床や積載荷重などのように面に等分布で作用する荷重などがあります。それぞ
れの荷重に対して、個々に C、M0、Q0を求め、足し合わせます。計算方法としては、
既にいくつかの理論式があるので、主要な荷重に対する各値の計算式を以下にまとめ
ます。

コーヒーブレイク 【Ｃ、M0、Q0 とは？】

C、M0、Q0ともに、実際に建築物の梁に作用している応力とは一般的に異なります。第 3章では、建築物が建っ
ているだけで重力により発生する応力（鉛直荷重時応力）を固定法を用いて計算しますが、C、M0、Q0は固定
法の計算で用いる数値です。

Cとは、例えば図 2.2-1（p.34）の左図に示すように、梁の両端を固定としたときに、その端部に発生するモー
メントで、「固定端モーメント」と呼ばれます。梁の両端に A及び Bと記号を付けると、A点での固定端モー
メントは、CAB、B点での固定端モーメントは CBAと表します。本書では、時計回りのモーメントの向きを正と
しているため、一般的には CABが負、CBAが正となります。M0とは、例えば同じく図 2.2-1（p.34）の右図に示
すように、梁を単純梁（端部でピンとピン・ローラー支持）としたときに、梁の中央に発生する曲げモーメン
トです。また、Q0とは、同図に示すように、両端部でのせん断力で、支持点の鉛直反力に一致します。

第
2
章

準
備
計
算

第
1
章

一
般
事
項

第
3
章

鉛
直
荷
重
時
応
力
の
算
定

第
4
章

水
平
荷
重
時
応
力
の
算
定

第
5
章

大
梁
の
断
面
算
定

第
6
章

柱
の
断
面
算
定

第
7
章

柱
梁
接
合
部
の
設
計

第
8
章

耐
震
壁
の
断
面
算
定

第
9
章

小
梁
と
床
ス
ラ
ブ
の
設
計

第
10
章

基
礎
の
設
計

第
11
章

配
筋
の
詳
細



memo

34

①　中央集中荷重
一番単純な例として、梁の中央に集中荷重が作用する場合を示します。これは例
えば、大梁の中央に小梁がかかっている場合の、小梁の重量と考えられます。

②　等分布荷重
等分布荷重は、例えば大梁の自重や耐震壁、雑壁の自重、パラペットの自重など
です。ここで、wは水平方向の単位長さあたりの荷重です。一方、一般的に雑壁や
耐震壁などは、面積あたりの単位荷重が与えられるため、その面積あたりの単位荷
重に、それぞれの見付高さ（内法高さ）をかけることにより、水平方向の単位長さ
あたりの重量に変換します。例えば、モデルプランでは、外壁の面積あたりの単位
荷重 0.6（kN/m2）から、1階及び 2階の梁下までの内法高さを用いて、長さあたり
の単位荷重に変換して用います。

2階 内法高さ 3,470－700/2－700/2－30=2,740（mm）
長さあたりの単位荷重 0.6×2.74=1.64（kN/m）→ 1.7 （kN/m）

1階 内法高さ 4,050－700/2－1200/2－30=3,070（mm）
長さあたりの単位荷重 0.6×3.07=1.84（kN/m）→ 1.9 （kN/m）

P･
8C= �  

P･
4M0=
�  

P
2Q0=

P･
8CAB=－ ，�  P･

8CBA=+ �  

M0

Q0

Q0

Q0Q0

M0

w kN/m  

w･ 2
12C= �  

M0=

Q0=

w･ 2
12CAB=－ ，�  w･ 2

12
�  

w･ 2
8
�  

w･
2
�  

CBA=+

Q0 Q0

Q0

Q0
Q0

M0
M0

M0

は単位長さあたりの荷重 単位

図 2.2-1　中央集中荷重

図 2.2-2　等分布荷重
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③　床梁（小梁なし）
床荷重や床の上の積載荷重がどのように周辺の梁に伝わるかを詳細に再現するこ

とは極めて困難です。そこで一般的には、図 2.2-3に示すように亀甲割と呼ばれる
方法で、各梁の支配面積を定義し、それぞれの支配面積に応じた床荷重と積載荷
重が、それぞれの梁にかかるものと仮定します。この荷重分布は、図 2.2-3に示す
ように、等分布荷重とはならず、両端の角が欠けた形となります。この場合の C、
M0、Q0は、下記に示す式を用いて求めます。一般的に床版は矩形ですが、長手方

向の長さが� y、短手方向の長さが� xであることに注意する必要があります。

 

�  

kN/m2 N/m2  

･

･

･

Q0

Q0
Q0

M0

図 2.2-3　床荷重（小梁がない場合）
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�  

kN/m2 N/m2  

床荷重を求める際、梁を介して両側にスラブが取り付いている場合は、算出された値を 2倍することを忘れ
ないようにして下さい。

ポイント

･

･

･

④　床梁（小梁 1本）
ここでは、③に加えて、中央に小梁が 1本かかっている場合の式を示します。床
版の中央部分は、一旦小梁に応力が伝わりますが、最終的には小梁が負担していた
応力は全て、集中荷重として大梁に伝わります。この集中荷重が、図 2.2-4では鉛
直方向の矢印として表現されています。この小梁の負担していた荷重は、この場合、
上下の大梁に半分ずつ伝達されます。なお、本式には小梁の単位重量が含まれてい
ないことからも明らかなように、小梁自体の自重は考慮されていません。そのため、
別途集中荷重として小梁の自重を考慮する必要があります。この小梁の自重も、図
2.2-4の場合は、自重の半分ずつが両端の大梁に伝達されます。

Q0

Q0
Q0

M0

図 2.2-4　床荷重（小梁が 1本の場合）
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ひとりでやってみよう 5
■ 梁のC、M0、Q0 を求めます。

演習シート 3①、3②を使用します。

求め方の手順

【Y0、Y2ラーメン R階 G1、G2、G3、G6梁の例を示します。】

①　計算する梁と、荷重状態の種類を確認します。

②　床の形状から求まる� x、� y、　　　　を記入します。

③　床荷重による C、M0、Q0を単位荷重 wで基準化した数値を求めます。
④　C/w、M0/w、Q0/wに wをかけて、床荷重の C、M0、Q0を求めます。なお、床単

位荷重には、表 1.3-1（P.20）「ラーメン用」を用いますが、小梁だけは床スラブ
用を用います。

⑤　パラペット、サッシ等の分布荷重（図 1.3-3（p.22）、図 1.3-4（p.22））は、それぞ
れ単位荷重 w'を記入し、荷重状態が複数ある場合はそれらを足し合わせて、分
布荷重をまとめて、理論式により C、M0、Q0を求めます。

⑥　集中荷重の場合は、集中荷重 Wを記入し、理論式により C、M0、Q0を求めます。
⑦　それぞれの荷重状態に対して求めた C、M0、Q0を全て足し合わせて、該当する梁

の C、M0、Q0とします。
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Y0、Y2ラーメンを例に求め方を示します。

他の梁に生じる C、M0、Q0も求めてみましょう。
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2.3　鉛直荷重時柱軸方向力
ここでは、各階の柱に鉛直荷重時に作用する軸力を求めます。各階柱軸方向力は、

各柱の負担面積によって算定します。また、軸方向力は、各階中央位置で計算し、基
礎軸方向力は、基礎梁自重を含めた荷重を示します。柱軸方向力を算定する時には、
その支持する床の数に応じて積載荷重の値を減少できますが、積載荷重の減少の検討
はここでは行っていません。また、柱の曲げモーメントは、軸力が低い方が不利な場
合もあるため、軸力を多く見積もることが、必ずしも安全側とはならないことに注意
が必要です。なお、床荷重には、ラーメン用床荷重を用います。

2.4　各柱の荷重の拾い方（C1 柱 2階の場合）

2.4.1　荷重を拾う際の注意

柱に作用する軸力は、なるべく実状に合わせて荷重を拾って計算することが重要で
す。各柱に伝達される荷重を精確に定義することは極めて困難であるため、一般的に
は、隣り合う柱との中点を境として、各柱の支配部分を定義して、各支配部分の荷重
が柱に伝達するものと仮定します。
ここでは、2階の C1柱を例にとって、柱軸力の計算を行います。柱に作用する荷重

としては、次の五つがあります。なお、X0及び Y0構面ともに、外壁の雑壁が存在し
ますが、本設計例では、施工方法から各外壁の自重は「外壁が建つ下の大梁」に全て
支持されていると仮定しているため、外壁の自重は R階の大梁に伝達されず、したがっ
て 2階の柱には伝達されません。

①　屋上階の床荷重（積載荷重を含む）
②　パラペットの重量
③　X0構面の R階大梁の重量
④　Y0構面の R階大梁の重量
⑤　2階 C1柱の重量

コーヒーブレイク 【数値の切り上げ、切り下げの話】

一般的には柱軸力は、切り上げて計算します。これは、柱の軸耐力の検討では安全側の評価となります。しかし、
例えば許容曲げモーメントの計算でも明らかなように、実際の設計範囲の軸力では、軸力が高いほど許容曲げ
モーメントは大きくなります。そのため、軸力は大きく見込むほど安全とは一概にはいえません。最終的な軸
力に対する余裕度や曲げモーメントに対する余裕度も鑑みて、柱軸力を切り上げるのか、切り下げるのかを決
定する必要があります。
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①　屋上階の床荷重（積載荷重を含む）
屋上の床荷重の面積は、X方向（スパン 6（m））及び Y方向（スパン 4（m））の
スパンの中央までと考えると、3（m）× 2（m）となります。しかし、大梁の単位
荷重を計算したときに、既にスラブ厚さ分は除いていたことを考えると、梁の外縁
まで、床荷重として考慮する必要があります。そのため、梁幅の半分（20（cm））
を加えて、3.2（m）× 2.2（m）となります。この面積に、床単位荷重を掛け合わせ
ることで、床荷重を計算します。
荷重を拾う際、例えば部材の交差部のディテールなどを精確に考慮して算出する

ことは困難です。そのため、一部の体積の重量を二度拾ってしまう、いわゆる「ダ
ブルカウント」が生じます。例えば、スラブの角部は柱の中に入っていますが、一
般的に、この部分の体積を精確に計算して、荷重から取り除くことは行いません。
構造計算の基本となる荷重の計算においても、完全に精確ではないことを考慮して、
なるべく余裕を持たせることを心がける必要があります。

②　パラペットの重量
パラペットの重量は、パラペットの長さに、パラペットの単位長さ重量（4.3（kN/

m））を掛け合わせることで求めます。パラペットの長さは、各スパン長さの半分で
ある X方向 3（m）、Y方向 2（m）、及び角部分の取り回し分でです。この角部分の
取り回し分は、本計算例では 500（mm）相当分として計算することとします。

③　X0構面の R階大梁の重量
Y方向の大梁部分の長さは、Y方向のスパン長さの半分である 2（m）から、柱

せいの半分の 0.3（m）を引いた長さとなります。この長さに、大梁の単位長さあた
りの重量を掛け合わせることで大梁の重量を求めます。

④　Y0構面の R階大梁の重量
X方向の大梁部分の長さは、X方向のスパン長さの半分である 3（m）から、柱

せいの半分の 0.3（m）を引いた長さとなります。この長さに、大梁の単位長さあた
りの重量を掛け合わせることで大梁の重量を求めます。

⑤　2階 C1柱の重量
各階の軸力は、各階の階高の中央で計算するため、2階として考慮する柱の重さは、

2階階高中央よりも上部となります。階高は 3.470（m）であるため、その半分は 1.735

（m）です。しかし、この長さでは、R階大梁の梁心までの高さとなります。実際の
柱としては、R階床スラブの上面までを考えるため、1.735（m）に梁せいの半分の 0.35

（m）を加えた長さに、単位長さあたりの重量を掛け合わせて求めます。
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以上のようにして求めた各重量①～⑤を加えたものが、2階の重量となります。1

階の重量も同じようにして計算することができますが、1階の柱にかかる軸力は、1

階部分の重量に、更に 2階から伝わってくる軸力を加えたものとなります。なお、基
礎部分は、基礎梁下まで重量を求め、フーチングの重量は含めません。フーチングの
重量は、別途基礎の検討で考慮します。

コーヒーブレイク 【一貫計算プログラム】

一貫計算プログラムなどにおける構造解析では、柱の心の位置は鉛直方向に通っているのが一般的です。また、
梁心も一般的には柱心を通るため、線材置換された建築物の柱・梁は接合部で一点を通ります。例えば上層で
柱サイズを小さくした場合、外観上柱の外面が徐々に内側に入っていくことになります。しかし、一般の建築
物では、外観の統一を図るため、柱や梁の外面を合わせるのが一般的であり、したがって柱心は徐々に外面によっ
てきます。一貫計算プログラムでは、柱や梁の「寄り」という入力項目が一般的にはあり、この入力により柱
の位置を調整し、荷重を計算する床の大きさを精確に考慮しています。しかし、この「寄り」は構造計算上で
は考慮されず、あくまで心は鉛直方向に通っているとする場合が一般的であるため注意が必要です。

図 2.4-1　2C1柱が支える範囲

立面 平面
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ひとりでやってみよう 6
■ 柱に作用する柱軸方向力を求めます。

演習シート 4①～ 4③、5を使用します。

求め方の手順

【2階 C1柱の例を示します。】

①　計算する柱の各階で支持する部材などの荷重状態を確認します。
②　各荷重状態に対する単位荷重を転記します。なお、床荷重には表 1.3-1（p.20）

の「ラーメン用」を用います。
③　それぞれの荷重状態で、柱が負担する分の長さや面積を求める式を記入し、そ

の長さや面積を記入します。
④　それぞれの荷重状態の単位荷重に長さや面積をかけて、それぞれの荷重状態が

柱に伝わる荷重 Wを計算します。
⑤　全ての荷重状態の Wを合計します。
⑥　柱に作用する鉛直荷重 Nは、当該階とそれより上の階の Wを全て加えて求め

ます。
⑦　求めた各柱の軸力は、軸力一覧として演習シート 5に記入します。

他の柱の軸方向力も求めてみましょう。

�

5.8
5.5
5.5
4.3
8.6

（6.0/2+0.4/2）m×（4.0/2+0.4/2）m
（6.0/2-0.6/2）m
（4.0/2-0.6/2）m
（6.0/2+4.0/2+0.5）m
（3.47/2+0.7/2）m

7.04
2.70
1.70
5.50
2.09

40.8
14.9
9.4

23.7
17.9

106.6 107
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本書では、雑壁は全て、下の階の梁に支えられていると仮定しました。これは例えば、躯体が完成した後に
雑壁を建てた場合に相当します。一方、上下の梁に緊結されるように施工された、例えば耐震壁では、その自
重は階高の中央で分けて、上下の梁が支持するとするのが一般的です。荷重を計算するときには、その作り方
も考慮しなければなりません。

2.4.2　積載荷重の低減

施行令第 85条に規定されている積載荷重は、床に作用する一般的な荷重として安
全側を見て規定されています。そのため、複数階を有する建築物の場合、このような
安全側を見た荷重が複数階に同時に作用することは確率的には低くなります。そこで、
施行令第 85条の 2では、各階よりも上の階の数（支える床の数）によって、積載荷
重を低減して良いことが示されています。なお、本書ではこの低減は用いていません。

【施行令　第 85条第 2項】
柱又は基礎の垂直荷重による圧縮力を計算する場合においては、前項の表の

（ろ）欄の数値は、そのささえる床の数に応じて、これに次の表の数値を乗じた
数値まで減らすことができる。ただし、同項の表の（5）に掲げる室の床の積載
荷重については、この限りでない。

支える床の数 積載荷重を減らすために乗ずべき数値
2 0.95

3 0.9

4 0.85

5 0.8

6 0.75

7 0.7

8 0.65

9以上 0.6

ポイント
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2.5　地震力の算定
2.5.1　各階の重量

各階の水平力は床の位置に集中して作用するものとして扱います。階の中間に生じ
る地震力は、まず上下の床に伝えられ、その後に各構面に伝わるものと考えます。そ
のため、各階の重量を計算する際には、柱や壁などの鉛直部材の重量はあらかじめ上
下の床に振り分けて計算します。ただし、外壁等によっては、例えば下の階だけに支
持されているような場合もあるので、実状に合わせて適切に重量を計算する必要があ
ります。本計算では、外壁は全て下階に支持されているものとします。つまり、2階
の外壁は 2階の床梁、1階の外壁は基礎梁により支持されていると考えます。また、
床荷重を計算する際の単位荷重には、地震力算定用床荷重を用います。
各階の重量の計算方法、つまり各部材の長さや面積の求め方は、基本的には 2.4節

で示した柱の鉛直荷重の計算方法と同様ですが、下階の重量を計算する際に、上階の
重量を足す必要はありません。2.4節と異なる点は床単位荷重です。2.4節では、積載
荷重としてラーメン用（大ばり、柱又は基礎の構造計算をする場合）を用いましたが、
ここでは地震用（地震力を計算する場合）を用います。

ひとりでやってみよう 7
地震力を計算するための各階の重量を求めます。

演習シート 6を使用します。

求め方の手順

【R階の屋根床、小梁、梁 xの例を示します。】

①　計算する階で支持する部材などの荷重状態を確認します。
②　各荷重状態に対する単位荷重を転記します。なお、床荷重には表 1.3-1（p.20）「地

震用」を用います。
③　それぞれの荷重状態で、各階に存在する長さや面積を求める式を記入し、その長

さや面積を記入します。
④　それぞれの荷重状態の単位荷重に長さや面積をかけて、それぞれの荷重状態によ

る荷重 Wを計算します。
⑤　全ての荷重状態の Wを合計します。
⑥　Nは、当該階とそれより上の階の Wを全て加えて求めます。
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Σ

（18.0+0.4）*（12.0+0.4）
（6.0-0.4）*3
（18.0-0.6*3）*2
（18.0-0.6*3）

5.1
3.0
5.5
5.5

228.16
16.8
32.4
16.2

1164
50

178
89

R階の残りと、2階も求めてみましょう。
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2.5.2　地震層せん断力の算定

地震力の算定は、施行令第 88条及び昭 55建告第 1793号第 1によります。
i階に作用する地震力 Qiは、次式により求めます。

ここで、
Ci :  i階の層せん断力係数で、施行令第 88条による
N :  建築物の階数
Wj :  j階の建築物の重量

地震力は、慣性力です。慣性力とは、加速度によって物体に作用する力で、質量 m

の物質に、加速度 a が作用するとき、慣性力は F=m×aとなります。建築物で考えた
場合、地震は建築物の足下から伝わってきますが、竹がしなるように、建築物も振動
中にしなるため、図 2.5-1（a）に示すように、上階に行くほど加速度は大きくなりま
す（a1～ a3）。各階の質量（m1～ m3）に加速度が作用した場合、図 2.5-1（b）に示す
ように、例えば各階の質量が同じ場合は、結果的には上階ほど大きな慣性力が作用す
ることとなります。この慣性力の大きさを、図中では人の数で示しています。この慣
性力は、建築物の足下へと伝わって、地盤に流れる（地盤を反力とする）ことになり
ます。そのため、建築物の各階に作用する力（層せん断力）は、各階の慣性力だけで
はなく、上層から伝わってくる慣性力も足し合わせたものとなり、図 2.5-1（c）に示
すように、下階に行くほど大きくなります。つまり、各階の層せん断力の大きさは、
その階とその階より上の質量と加速度によることとなり、施行令第 88条に示されて
いる Qiの式で、その階以上の重量を足し合わせているのはそのためです。
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(a)  (b)  (c)  

a3 m3

m2

m1

a2

a1

F3(∆Q3)
=m3×a3

F2(∆Q2)
=m2×a2

F1(∆Q1)
=m1×a1

Q3

=F3

Q2

=F2+F3

Q1

=F1+F2+F3

図 2.5-1　地震力と層せん断力
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各階の地震層せん断力係数 Ciは、施行令第 88条に示されているとおり、下式で計
算できます。

Ci＝ Z・Rt・Ai・C0

したがって、各階の設計用せん断力 Qiは、下式のようになります。

ここで、地域による低減係数 Zは、地域係数とも呼ばれ、その地方における過去の
地震の記録に基づく震害の程度及び地震活動の状況その他地震の性状に応じて 1.0か
ら 0.7までの範囲内において国土交通大臣が定める数値で、昭 55建告第 1793号に示
されています。地図で示すと、図 2.5-5（p.54）のようになります。太平洋沿岸地域は 1.0

であり、沖縄県のみが 0.7です。
Rtは振動特性係数と呼ばれ、建築物の周期と、その建築物に作用する地震力の大き
さの関係を表す低減係数を意味します。これまでに観測された地震動は、建築物の周
期が長くなるにつれて、建築物に発生する加速度（応答加速度）が小さくなる傾向が
見受けられます。特に地盤が固いと、応答加速度の低下が相対的に短い建築物周期で
発生し、地盤が軟らかくなると、その周期は相対的に長くなることが経験的に知られ
ています。その特徴を表したのが Rtです。建築物の固有周期 Tと、建築物の地盤種別
が分かれば、図 2.5-2に示す図から Rtを求めることができます。地盤の種別は第 1種
地盤から第 3種地盤までの 3種類に分類されており、地盤調査により決定します。建
築物の固有周期は、正確には建築物全体をモデル化して計算機により求める必要があ
りますが、設計時には部材寸法も確定していないため、建築物モデルを計算機に入れ
ることが困難です。そこで、昭 55建告第 1793号では、建築物の固有周期を

T＝ h（0.02+0.01�）
で略算的に求める方法が示されています。ここで、hは建築物の高さ（m）であり、
�は建築物高さ hに占める鉄骨部分の高さの割合です。鉄筋コンクリート造建築物で
は、�は 0となるため、

T＝ 0.02h

となり、鉄骨建築物では、�は 1.0となるため、
T＝ 0.03h

となります。
C0は標準せん断力係数と呼ばれ、建築物の 1階部分の層せん断力係数を決めるため

の係数であり、設計で考慮する地震の大きさに関係しています。施行令第 88条により、
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C0の大きさは、鉄筋コンクリート構造では 0.20以上としなければなりません。
以上のように、C0は地震力の大きさを表しています。一方、Zと Rtは何れも低減係

数です。図 2.5-1（c）や図 2.5-3に表すような、建築物の高さ方向の層せん断力の分
布を考慮する係数が Aiであり、この各階の Aiの分布形を「Ai分布」と呼びます。こ
の Aiの大きさは、各階の重量と建築物の周期 Tを用いて計算することができます。具
体的には、ある階以上の重量の和の、全重量に対する比を� iと定義して、次式により
計算できます。

なお、この Aiの式は、せん断変形のみを生じる、質量が連続する棒状の物体の振動
系から理論的に求めた式です。
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図 2.5-2　振動特性係数 Rt
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がAi分布
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0.0
0.0
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0.8

1.0

0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5
Ai

5.0

T=∞
T=2.0
T=1.0
T=0.5
T=0.2
T=0.1
T=0.0

�i　最上階からi階までの重量
の和を地上部の全重量で
除した値

T　設計用1次固有周期（秒）

5.5 6.0 6.5 7.0 7.5 8.0

C3

C2

C1

� i� i

Ai

� i

図 2.5-3　層せん断力係数の分布

図 2.5-4　Ai分布と周期 T
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【施行令第 88条】
第 88条　建築物の地上部分の地震力については、当該建築物の各部分の高さに応
じ、当該高さの部分が支える部分に作用する全体の地震力として計算するものと
し、その数値は、当該部分の固定荷重と積載荷重との和（第 86条第 2項ただし書
の規定により特定行政庁が指定する多雪区域においては、更に積雪荷重を加える
ものとする。）に当該高さにおける地震層せん断力係数を乗じて計算しなければな
らない。この場合において、地震層せん断力係数は、次の式によって計算するも
のとする。

Ci =Z・Rt・Ai・C0

この式において、Ci、Z、Rt、Ai及び C0は、それぞれ次の数値を表すものとする。
Ci 建築物の地上部分の一定の高さにおける地震層せん断力係数
Z その地方における過去の地震の記録に基づく震害の程度及び地震活動の

状況その他地震の性状に応じて 1.0から 0.7までの範囲内において国土交
通大臣が定める数値

Rt 建築物の振動特性を表すものとして、建築物の弾性域における固有周期
及び地盤の種類に応じて国土交通大臣が定める方法により算出した数値

Ai 建築物の振動特性に応じて地震層せん断力係数の建築物の高さ方向の分
布を表すものとして国土交通大臣が定める方法により算出した数値

C0 標準せん断力係数
2　標準せん断力係数は、0.2以上としなければならない。ただし、地盤が著しく
軟弱な区域として特定行政庁が国土交通大臣の定める基準に基づいて規則で
指定する区域内における木造の建築物（第 46条第 2項第一号に掲げる基準に
適合するものを除く。）にあっては、0.3以上としなければならない。

3　第 82条の 3第二号の規定により必要保有水平耐力を計算する場合においては、
前項の規定にかかわらず、標準せん断力係数は、1.0以上としなければならな
い。

4　建築物の地下部分の各部分に作用する地震力は、当該部分の固定荷重と積載荷
重との和に次の式に適合する水平震度を乗じて計算しなければならない。た
だし、地震時における建築物の振動の性状を適切に評価して計算をすること
ができる場合においては、当該計算によることができる。

この式において、K、H及び Zは、それぞれ次の数値を表すものとする。
K　水平震度
H　建築物の地下部分の各部分の地盤面からの深さ（20を超えるときは 20とす
る。）（単位 m）

Z　第 1項に規定する Zの数値

ZHK �
�
�	
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【告示昭 55建告第 1793号】
Zの数値、Rt及び Aiを算出する方法並びに地盤が著しく軟弱な区域として特定行政庁が
指定する基準を定める件
建築基準法施行令（昭和 25年政令第 338号）第 88条第 1項、第 2項及び第 4

項の規定に基づき、Zの数値、Rt及び Aiを算出する方法並びに地盤が著しく軟弱
な区域として特定行政庁が指定する基準をそれぞれ次のように定める。
第 1　Zの数値

Zは、次の表の左欄に掲げる地方の区分に応じ、同表右欄に掲げる数値とする。
地方 数値

（1） （2）から（4）までに掲げる地方以外の地方 1.0
（2）北海道のうち

札幌市函館市小樽市室蘭市北見市夕張市
岩見沢市網走市苫小牧市美唄市芦別市
江別市赤平市三笠市千歳市滝川市砂川市
歌志内市深川市富良野市登別市恵庭市
伊達市札幌郡石狩郡厚田郡浜益郡松前郡
上磯郡亀田郡茅部郡山越郡檜山郡爾志郡
久遠郡奥尻郡瀬棚郡島牧郡寿都郡磯谷郡
虻田郡岩内郡古宇郡積丹郡古平郡余市郡
空知郡夕張郡樺戸郡雨竜郡上川郡（上川支庁）
のうち東神楽町、上川町、東川町及び美瑛町
勇払郡網走郡斜里郡常呂郡有珠郡白老郡

青森県のうち
青森市弘前市黒石市五所川原市むつ市
東津軽郡西津軽郡中津軽郡南津軽郡北津軽郡
下北郡

秋田県

山形県

福島県のうち
会津若松市郡山市白河市須賀川市喜多方市
岩瀬郡南会津郡北会津郡耶麻郡河沼郡
大沼郡西白河郡

新潟県

富山県のうち
魚津市滑川市黒部市下新川郡

石川県のうち
輪島市珠洲市鳳至郡珠洲郡

鳥取県のうち
米子市倉吉市境港市東伯郡西伯郡日野郡

島根県

岡山県
広島県

0.9
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徳島県のうち
美馬郡三好郡

香川県のうち
高松市丸亀市坂出市善通寺市観音寺市
小豆郡香川郡綾歌郡仲多度郡三豊郡

愛媛県

高知県

熊本県（（3）に掲げる市及び郡を除く。）

大分県（（3）に掲げる市及び郡を除く。）

宮崎県

0.9

（3）北海道のうち
旭川市留萌市稚内市紋別市士別市名寄市
上川郡（上川支庁）のうち鷹栖町、当麻町、
比布町、愛別町、和寒町、剣淵町、朝日町、
風連町及び下川町中川郡（上川支庁）増毛郡
留萌郡苫前郡天塩郡宗谷郡枝幸郡礼文郡
利尻郡紋別郡

山口県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県のうち
八代市荒尾市水俣市玉名市本渡市山鹿市
牛深市宇土市飽託郡宇土郡玉名郡鹿本郡
葦北郡天草郡

大分県のうち
中津市日田市豊後高田市杵築市宇佐市
西国東郡東国東郡速見郡下毛郡宇佐郡

鹿児島県（名瀬市及び大島郡を除く。）

0.8

（4）沖縄県 0.7

第 2　Rtを算出する方法
Rtは、次の表の式によって算出するものとする。ただし、特別の調査又は研究
の結果に基づき、地震時における基礎及び基礎ぐいの変形が生じないものとして
構造耐力上主要な部分の初期剛性を用いて算出した建築物の振動特性を表す数値
が同表の式によって算出した数値を下回ることが確かめられた場合においては、
当該調査又は研究の結果に基づく数値（この数値が同表の式によって算出した数
値に 3/4を乗じた数値に満たないときは、当該数値）まで減じたものとすること
ができる。
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T<TCの場合 Rt＝ 1

TC≦T<2TCの場合

2TC≦ Tの場合

この表において、T及び Tcは、それぞれ次の数値を表すものとする。
  T　 次の式によって計算した建築物の設計用 1次固有周期（単位秒）

T＝ h（0.02+0.01 �）
この式において、h及び�は、それぞれ次の数値を表すものとする。

h　 当該建築物の高さ（単位 m）
�　 当該建築物のうち柱及びはりの大部分が木造又は鉄骨造である階（地

階を除く。）の高さの合計の hに対する比
TC　 建築物の基礎の底部（剛強な支持ぐいを使用する場合にあっては、当

該支持ぐいの先端）の直下の地盤の種別に応じて、次の表に掲げる数
値（単位秒）

第 1種地盤

岩盤、硬質砂れき層その他主として第三紀以
前の地層によって構成されているもの又は地
盤周期等についての調査若しくは研究の結果
に基づき、これと同程度の地盤周期を有する
と認められるもの

0.4

第 2種地盤 第 1種地盤及び第 3種地盤以外のもの 0.6

第 3種地盤

腐植土、泥土その他これらに類するもので大
部分が構成されている沖積層（盛土がある場
合においてはこれを含む。）で、その深さが
おおむね 30m以上のもの、沼沢、泥海等を
埋め立てた地盤の深さがおおむね 3m以上で
あり、かつ、これらで埋め立てられてからお
おむね 30年経過していないもの又は地盤周
期等についての調査若しくは研究の結果に基
づき、これらと同程度の地盤周期を有すると
認められるもの

0.8

第 3　Aiを算出する方法
Aiは、次の式によって算出するものとする。ただし、地震時における基礎及び
基礎ぐいの変形が生じないものとして構造耐力上主要な部分の初期剛性を用いて
算出した建築物の振動特性についての特別な調査又は研究の結果に基づいて算出
する場合においては、当該算出によることができるものとする。

この式において、� i及び T は、それぞれ次の数値を表すものとする。
� i　建築物の Aiを算出しようとする高さの部分が支える部分の固定荷重と積
載荷重との和（建築基準法施行令第 86条第 2項ただし書の規定により特
定行政庁が指定する多雪区域においては、更に積雪荷重を加えるものと
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する。以下同じ。）を当該建築物の地上部分の固定荷重と積載荷重との和
で除した数値

T　第 2に定める Tの数値

第 4　地盤が著しく軟弱な区域を定める基準
地盤が著しく軟弱な区域を定める基準は、地盤が第 2の表中 Tcに関する表に掲
げる第 3種地盤に該当する区域であるものとする。

A　Z＝ 1.0

B　Z＝ 0.9

C　Z＝ 0.8

D　Z＝ 0.7

図 2.5-5　地域係数 Z



memo

55

ひとりでやってみよう 8
■ 各階に作用する地震用せん断力を求めます。

演習シート 6を使用します。

求め方の手順

①　建設地である神奈川県の地域係数 Zを記入します。
②　第 2種地盤として、Tcを記入します（p.51の昭 55建告第 1793号を参照）。
③　建築物の高さから、建築物の固有周期 Tを計算し、Rtを求めます。
④　各階の Aiのうち、� i以外の Tによる定数部分をあらかじめ計算します。
⑤　各階の Aiは、表を用いて計算します。

1）各階の地震力計算用重量 Wを記入します。
2）各階と、その階以上の重量を足した Wを計算します。2階は 2階だけの重量、

1階は 1階と 2階の重量の和となります。

3）建築物全重量に対する各階の重量の比� i（=wi / wi）を計算します。
4）� iを用いて、各階の Aiを計算します。

⑥　層せん断力係数 Ciを Ci＝ Z・Rt・Ai・C0として計算します。C0は 0.2です。
⑦　各階の Ciに、各階以上の重量 Wを掛け合わせて設計用せん断力 Qiを求めます。
⑧　慣性力の分布形を確認するため、各階の慣性力� Qiを求めます。� Qiは、各階の

層せん断力から、一つ上の階の層せん断力を引いた値（� Qi＝Q－Qi+1）となり、
2階では、一つ上の階がないので 2階の設計用層せん断力と一致します。

演習シートを埋めてみましょう。
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